
第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）国際日本学研究科の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎大学院は研究科または専攻ごと
に，人材の養成に関する目的その他
の教育研究上の目的を学則または
これに準ずる規則等に定めているこ
と。
◎高等教育機関として大学が追及
すべき目的を踏まえて、当該大学、
学部・研究科の理念・目的を設定し
ていること。
　　　　　　　　　　　　　　【約５００字】

　国際日本学研究科の理念・目的は，「教育・研究に関する長期・中期
計画書」において，「国際的視点を持ち世界における日本を深く認識
し，その認識に基づき的確に行動できる人間を育成することが重要であ
る」という基本理念を堅持しつつ，「日本の文化及び社会システムを国
際的な視点に立ってよく理解するとともに，異文化や多様な社会システ
ムに対する理解力をもち，さらに自らの意思を言語によって的確に表現
できる人材」を輩出するために，カリキュラム改革の不断の努力とＰＤ
ＣＡサイクルに基づく組織的取り組みを進めている（資料１－１，1
頁）。
　これら研究科の理念・目的は，「人材養成その他教育研究上の目的」
として大学院学則別表4に規定している（資料１－２）。
　基本理念，人材養成の目的は，修了時において幅広い教養と深い専門
能力を育成することを主眼にするとともに，より緊密な相互依存関係を
有するグローバル社会の実現に寄与することを示唆しており，適切であ
る。

資料１－１　2013年度教育・研
究に関する長期・中期計画書，
1頁　「１　理念・目的」
資料１－２　明治大学大学院学
則，別表4　人材養成その他教
育研究上の目的　「国際日本学
研究科」「国際日本学専攻」

b ●当該大学、学部・研究科の理念・
目的は、建学の精神、目指すべき方
向性等を明らかにしているか。
　　　　　　　　　　　　　　【約１００字】

　将来的な方向性については，基本理念において「国際的視点を持ち世
界における日本を深く認識し，その認識に基づき的確に行動できる人間
の育成」「国際日本学の国際的拠点形成」を掲げており，目指すべき方
向性を明確であり（資料１－１），大学の使命である「世界へ」の実現
に資する方向性を示すものとして適切である。
　なお，本研究科は，2012年4月に修士課程を開設し，修士課程のみの研
究科である。現在，2014年4月に博士後期課程設置に伴う課程変更を行う
ため，「人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的」について，
再検討を行っている。

資料１－１　2013年度教育・研
究に関する長期・中期計画書，
１頁「１　理念・目的」

（２）国際日本学研究科の理念・目的が、大学構成員（教職員及び学生）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物、ホームページ等に
よって、教職員・学生、受験生を含む
社会一般に対して､当該大学・学部・
研究科の理念・目的を周知・公表し
ていること

 　　　　　　　　【約１５０字】

　理念・目的の周知については，「人材養成に関する目的その他教育研
究上の目的」として，教職員・在学生については「大学院便覧」（資料
１－３，39頁）及び「大学院シラバス」（資料１－４，4頁）において周
知している。また「大学院ガイドブック」（資料１－５，150頁）や「研
究科ホームページ」（資料１－６）によって，受験生を含む社会一般に
公表している。さらに，受験生向けには，「募集要項」（資料１－７，1
頁）に明記して周知している。

資料１－３　2013年度　大学院
便覧　国際日本学研究科　39頁
「人材養成その他教育研究上の
目的」
資料１－４　2013年度　大学院
シラバス　国際日本学研究科
4頁　「人材養成に関する目的
その他教育研究上の目的」
資料１－５　明治大学大学院
GUIDE BOOK 2014【原本】　150
頁　国際日本学研究科「人材養
成その他教育研究上の目的」
資料１－６　国際日本学研究科
ホームページ「人材養成その他
教育研究上の目的」
（http://www.meiji.ac.jp/ggj
s/purpose.html）
資料１－７　国際日本学研究科
2013年度　大学院学生募集要項
【原本】　1頁　「人材養成そ
の他教育研究上の目的」

（３）国際日本学研究科の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●理念・目的の適切性を検証するに
当たり、責任主体・組織、権限、手続
きを明確にしているか。また、その検
証プロセスを適切に機能させている
か。
　　　　　　　　　　　　　　【約３００字】

　理念・目的の適切性の検証について，「教育・研究に関する年度計画
書」の作成時に，社会情勢や学生の学修実態に即して，毎年度見直しを
行っている。「年度計画書」に記載される理念・目的は，「研究科執行
部」が原案を作成し，「研究科委員会」で審議承認する手続きとなって
いる。
　２０１２年度については，２０１２年１１月３０日開催の研究科委員
会において，博士課程への課程変更に向けて，研究科の人材養成に関す
る目的その他教育研究上の目的を検証の上，変更した（資料１－８）。
　なお，2014年4月の博士後期課程設置に伴う課程変更に伴い，研究科の
「人材養成その他の教育研究上の目的」を博士課程向けの適切な内容に
改正を検討している。

資料１－８　2012年度　第11回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

評価

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

改善を要する点に対する発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目
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第３章　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）国際日本学研究科として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか

a ●＜教員像と教員組織の編制方針＞
専門分野に関する能力，教育に対する姿
勢等，大学として求められる教員像を明ら
かにしたうえで，当該大学，学部・研究科
の理念・目的を実現するために，学部・研
究科ごとに教員組織の編制方針を定めて
いるか。また，その方針を教職員で共有し
ているか。　　　【約４００字】

　本研究科の求める教員像は，大学が毎年度定める「学長方針」や「教員任用の基
本計画」に示された教員像に基づき，「研究力に裏打ちされた専門教育，世界の動
向を視野に入れた幅広い知見を授けるための教育，問題解決型の実践型教育等を通
じて学生の豊かな個性を伸ばす，熱意ある教員」と定めている。
　本研究科の教員組織の編制方針は，「人材養成の目的その他教育研究上の目的」
の達成に資するとともに，国際日本学に関わる現象及び活動を多面的・多角的に攻
究することができるよう，各研究領域に必要な教員を適切に任用することを重視す
ることを「教育研究に関する長中期計画書・年度計画書」に示し（資料３－１），
これを研究科委員会で承認することで共有している（資料３－２）（資料３－
３）。

資料３－１　2013年度教育・研
究に関する長期・中期計画書，1
頁　「２　教育研究組織，３
教員・教員組織」
資料３－２　2012年度　第2回国
際日本学研究科委員会　議事録
（抄）
資料３－３　2012年度　第3回国
際日本学研究科委員会　議事録
（抄）

b ◎＜基準の明文化，教員に求める能力
や資質の明示＞
採用・昇格の基準等において，法令に定
める教員の資格要件等を踏まえて，教員
に求める能力・資質等を明らかにしている
こと。
　　　　　　　【約１５０字】

　教員の採用・昇格の基準等については，専任教員は国際日本学部に所属してい
るため，その募集・任用についてはすべて国際日本学部で行っており，国際日本
学研究科で直接的な採用等の手続きを行うことはないが，研究科担当教員の任用
にあたっては，研究科で定めた「国際日本学研究科『教員任用規程』適用に関す
る申し合わせ」（資料３－４）及び「国際日本学研究科において審議する任期制
教員任用人事の取扱内規」（資料３－５）により明文化している。現修士課程か
ら，2014年4月の博士後期課程設置に伴う課程変更に向けて，「国際日本学研究
科『教員任用規程』適用に関する申し合わせ」に、博士後期課程を担当する教員
の資格要件等を追加し、研究科委員会で審議・承認した。
　なお，昇格については，すべて国際日本学部で行っており，国際日本学研究科
で直接的な手続きを行うことはない。

資料３－４　国際日本学研究科
「教員任用規程」適用に関する
申し合わせ
資料３－５　国際日本学研究科
任期制教員人事内規

c ◎＜組織的な連携体制と責任の所在＞
組織的な教育を実施する上において必要
な役割分担，責任の所在を明確にしてい
ること。
　　　　　　　【約３００字】

　組織的な教育を実施する上においての必要な役割分担，責任の所在について
は，「研究科委員会」及び「領域責任者会議」などが定期的に開かれ，研究科
長・専攻主任・大学院委員から成る「執行部」（資料３－６）と，「カリキュラ
ム改善・ＦＤ等委員会」及び「自己点検・評価委員会」がある。執行部が研究科
運営に関わる政策立案を行い，カリキュラムやＦＤに関わる検討・提言をカリ
キュラム改善・ＦＤ等委員会が担当（資料３－７），自己点検・評価に関わる検
討・提言を自己点検・評価委員会（資料３－８）が担当することにより，研究科
の教育研究活動に関わる役割分担及び連携体制と責任の所在は適切である。

研究科委員会運営の省力
化・省資源化を推進する必
要が認められる。

クラウド上に国際日本学研究科
共有の外部サーバーを構築する
ことで，院生，教員，事務職員
の円滑な情報共有を図り，通常
複数年にわたる研究論文指導等
における教育・研究効果の一層
の向上を目指すとともに，研究
科委員会の運営の効率化，省資
源化を促進する。

資料３－６　2013年度　国際日
本学研究科委員会　委員名簿
資料３－７　2013年度　国際日
本学研究科カリキュラム改善・
ＦＤ等委員会　委員名簿
資料３－８　2013年度　国際日
本学研究科自己点検・評価委員
会　委員名簿

（２）国際日本学研究科の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか

教員の編成方針に沿った教員組織の整備

a ◎当該大学・学部・研究科の専任教員数
が，法令（大学設置基準等）によって定め
られた必要数を満たしていること。特定の
範囲の年齢に著しく偏らないように配慮し
ていること（設置基準第７条第３項）
　　　　　　　【約４００字】

　専任教員数については，国際日本学研究科国際日本学専攻は２７名の専任教員
（うち４名は特任教員）を擁し，大学院設置基準上の必要教員数６名以上を満た
している（資料３－９）。
　教員組織のバランスについては，専任教員の平均年齢は，５６歳であり，2012
年度の研究科開設時点で，所属教員が各年代に偏りなく配置されている。現在２
０名が「国際日本学研究科『教員任用規程』適用に関する申し合わせ」（資料３
－４）に基づく論文指導資格を持っており，必要教員数を満たし，また各研究領
域にバランスよく配置，研究指導にあたっている。

資料３－４　国際日本学研究科
「教員任用規程」適用に関する
申し合わせ
資料３－９　明治大学大学院
GUIDE BOOK 2014　155～158頁
国際日本学研究科　教員一覧

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

評価 発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

評価 発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

b ◎方針と教員組織の編制実態は整合性
がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の編制実態について，必修科目の１００％を専任教員が担当してお
り，選択科目において非常勤講師による補助的な講義が行われている。専兼比率
は約９１％であり，専任教員の担当比率は十分に高い（表４－１）。
　研究科授業科目と担当教員人事の適合性は，「国際日本学研究科『教員任用規
程』適用に関する申し合わせ（資料３－４）」で資格を明確にし，国際日本学研
究科委員会において審査されている。教員任用については，大学院担当に相応し
い研究・教育上の業績があるか，また，研究指導を行うに十分な人間的資質があ
るか否かについて研究科委員会・大学院委員会で厳密な審査が行われ，担当教員
の適正配置と質保証を図っている。各領域に応じて教員をおおむね適切に配置し
ているが，ポップカルチャー研究領域，日本語学・日本語教育学研究領域では，
入学志願者や在学者数に比して，担当教員数が少ない傾向がみられる。2013年度
末に退任予定者，定年退職予定者がいるため，後任者任用を行う国際日本学部
に，博士後期課程の研究指導を担うに足る適切な人員補充を要望した。（資料３
－11）
　2014年4月以降，博士前期課程の研究領域再編を実施する予定であるため，領
域再編後の教員組織の充実を図るべく，国際日本学部所属の専任教員5名を2014
年4月より新たに新規授業担当教員として任用することを研究科委員会および大
学院委員会で承認した。（資料３－12）

国際日本学研究科の授業科目の
ほとんどは国際日本学部の授業
を担当している専任教員が担当
しているため，学部教育との一
貫性・整合性が維持される利点
がある。ポップカルチャー研究
領域，日本語学・日本語教育学
研究領域では，入学志願者や在
学者数に比して，担当教員数が
少ない状況が見られたが，継続
して教員組織の充実を図られて
いる。

2012年度は，ポップカルチャー
研究領域の所属学生数に比して
設置講義数の若干の不足が見ら
れたため，この課題を解消する
ためカリキュラム上の設置講義
科目数を見直すとともに，ゲー
ム等に関わる基礎知識習得を高
めるため，兼担で科目担当者の
任用手続きを推進した。（資料
３－13）　同様に，多文化共
生・異文化間教育研究領域，文
化関係・文化変容研究領域にお
いて，カリキュラム充実を図る
ため，国際日本学部所属の専任
教員による科目担当者の任用手
続きを推進した。（資料３－
14）（資料３－15）

資料３－４　国際日本学研究科
「教員任用規程」適用に関する
申し合わせ
資料３－11　2012年度　第14回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
資料３－12　2013年度　第１回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
資料３－13　2012年度　第９回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
資料３－14　2012年度　第１回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
資料３－15　2012年度　第２回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）

教員組織を検証する仕組みの整備

c ●教員組織の適切性を検証するにあた
り，責任主体・組織，権限，手続を明確に
しているか。また，その検証プロセスを適
切に機能させ，改善につなげているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の検証プロセスについては，研究科の「執行部会議」で，毎年度５～
６月に「教育研究年度計画書」において教員・教育組織に関する長中期計画を策
定し，２０１３年度は５月３１日開催の第２回研究科委員会で承認した。「年度
計画書」の策定にあたって，自己点検・評価結果を参考としながら，各研究領域
における論文指導可能な教員配置数および教員数のバランスに留意しつつ，教
員・教員組織を検証し，その編制方針の見直しを行っている。検証にあたって
は，研究科の将来構想や必要な授業科目の検証と合わせて，補充・増員すべき教
員の主要科目，資格を検証している（資料３－10）（資料３－10－２）。

資料３－10　2014教育・研究に
関する長期・中期計画書　国際
日本学研究科（抄）
資料３－10－２　２０１３年度
第２回　国際日本学研究科委員
会　議事録（抄）

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか

a ●＜規定に沿った教員人事の実施＞
教員の募集・採用・昇格について，基準，
手続を明文化し，その適切性・透明性を
担保するよう，取り組んでいるか。
　　　　　　　　　【４００字】

　研究科における専任教員の募集・採用・昇格は行われておらず，各学部における
採用・昇格人事に委ねられている。
　任期制教員の任用については，「国際日本学研究科において審議する任期制教員
任用人事の取扱内規」に沿って，研究科委員会で選出された主査１名，副査２名以
上によって構成される「任期制教員任用に関する審査委員会」にて，書面，面接等
による審査が行われ，審査報告書が作成される。研究科委員会では審査委員会の審
査報告書を基に審査を行い，研究科委員会委員による投票の過半数によって，承認
している。（資料３－５）

資料３－５　国際日本学研究科
任期制教員人事内規

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか

教員の教育研究活動等の評価の実施

a ●教員の教育研究活動の業績を適切に
評価し，教育・研究活動の活性化に努め
ているか。
　　　　　　　　【４００字】

　教員の研究・教育活動は大学においてデータベース化されており，インターネッ
トを通じて広く一般に公表されている（資料３－16）。
　また，専任教員については研究科を担当する審査手続きの際と，博士後期課程を
担当する際，兼任・特任教員の場合は採用の際に，当該教員の履歴と業績を開示し
審査を行っている。2012年度については，3名の修士課程担当審査を行った。

　教育・研究活動業績の活性化
のため、研究科に関わる教員の
特筆すべき教育・研究実績の評
価や情報発信が弱い。

　ホームページ等での情報発信
の取組みに必要な計画を次年度
の年度計画書で立案する。

資料３－16　明治大学 専任教員
データベース
（URL:http://rwdb2.mind.meiji
.ac.jp/scripts/websearch/inde
x.htm?lang=j）

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性

b ●教育研究，その他の諸活動（※）に関
する教員の資質向上を図るための研修
等を恒常的かつ適切に行っているか。

（※）社会貢献，管理業務などを含む『教
員』の資質向上のための活動。『授業』の
改善を意図した取組みについては，「基
準４」（３）教育方法で評価します。
　　　　　　　　【６００～８００字】

　教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）については，2012年11月30日開催
の第11回研究科委員会において，総務部主催の個人情報保護に関する研修会の開催
を周知し，参加を促した。（資料３－17）

資料３－17　2012年度　第11回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
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第４章　教育内容・方法・成果   （１）教育目標，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか ※全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎理念・目的を踏まえ，学部・研
究科ごとに，課程修了にあたって
修得しておくべき学習成果，その
達成のための諸要件（卒業要
件・修了要件）等を明確にした学
位授与方針を設定していること。
　　　　　　　　　　　　【約８００字】

　国際日本学研究科では，大学院学則別表4に「人材養成その他教育研究上の目的」に，「日本の文化及び社
会システムを国際的な視点に立ち理解し，異文化及び多様な社会システムを理解するとともに，自らの意思を
言語により的確に表現することができる研究者の育成を目指す」という教育目標に掲げ，こうした研究者の育
成を実現するために，学位授与方針として，本研究科の定める修了要件を満たし，かつ，学業成績ならびに学
位論文から，必要な資質や能力を備えたと認められる者に対して修士（国際日本学）の学位を授与することを
定めている。国際日本学研究科の修士課程修了にあたっての「修得しておくべき学習成果」は「国際的視野で
物事を考えることができる資質や能力」「日本研究と国際研究を統一的に捉え，国際日本学として客観的・体
系的に研究できる資質や能力」等の４点を定め，「その達成のための諸要件」は，修了要件として明確に定め
ており，教育目標と学位授与方針は整合している（資料４－１－１，4～6頁）（資料４－１－２，39～41
頁）。

資料４－１－１　2013年度　大学院シラバ
ス　国際日本学研究科【原本】　4～6頁
「人材養成に関する目的その他教育研究上
の目的」「教育課程編成・実施方針」「学
位授与方針」
資料４－１－２　2013年度　大学院便覧
国際日本学研究科【原本】　39～41頁
「人材養成その他教育研究上の目的」「教
育課程編成・実施方針」「学位授与方針」

（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか　※全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎学生に期待する学習成果の達
成を可能とするために，教育内
容，教育方法などに関する基本
的な考え方をまとめた教育課程
の編成・実施方針を，学部・研究
科ごとに設定していること。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

　学位授与方針に示した修得すべき成果を達成するため，教育課程の編成理念，教育課程の編成方針を明らか
にした「教育課程の編成・実施の方針」を研究科委員会において定めている。この方針には，本研究科の研究
領域として9つの研究領域を設置することが示されており，これまで独立した領域と見なされがちだった「日
本研究」と「国際研究」の関係性を重視し，そこに存在する問題を発見し，課題を設定してその解を導く能力
を重視すること，及び現場を重視し，理論に加えて実践の能力を養えるような教育を行うとしている。なお，
現・修士課程から2014年4月の博士後期課程設置に伴う課程変更に向けて，博士後期課程に関わる「教育課程
の編成・実施の方針」を定める。

修士課程に9つの研究領
域を設置していることを
明示していることで、入
学希望者は自らの研究
テーマに沿った研究領
域・指導教員を適切に選
択できている。

修士課程が完成年度を
経過する2014年4月以
降、博士前期課程の研
究領域再編を実施する
予定であるため、引き
続き設置研究領域を明
示のうえ、周知を図
る。

b ●学位授与方針と教育課程の編
成・実施方針は連関しているか。
【約２００字】

　学位授与方針と教育課程の編成・実施方針の連関については，学位授与方針に示した「国際的視野で物事を
考えることができる資質や能力」「日本研究と国際研究を統一的に捉え，国際日本学として客観的・体系的に
研究できる資質や能力」といった学習成果を達成するために，これまで独立した領域と見なされがちだった
「日本研究」と「国際研究」の関係性を重視し，そこに存在する問題を発見し，課題を設定してその解を導く
能力を重視する等の教育課程の編成・実施方針を設定しており，「日本研究」と「国際研究」の関係性を重視
し，統一的に捉えるという視点から連関している。

（３）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針が，大学構成員（教職員及び学生等）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物，ホームページ
等によって，教職員・学生ならび
に受験生を含む社会一般に対し
て，学位授与方針，教育課程の
編成・実施方針を周知・公表して
いること。
　　　　　　　　　　　　【約１５０字】

　教育目標である「人材養成の目的」をシラバス（資料４－１－１，4～6頁），便覧（資料４－１－２，39～
41頁）に掲載しているほか，ガイダンスなどの機会に学生への周知を行っている。
　また，大学院ガイド（資料４－１－３，150，159頁）にも，教育目標である人材養成の目的・学位授与方
針・教育課程の編成・実施方針を掲載しており，受験生をメインターゲットとしながら社会へも情報を公開し
ている（資料４－１－４，1～2頁）。ホームページ上（資料４－１－５）（資料４－１－６）で公開し，学
生・教職員を含め広く社会に周知している。ホームページは方針とあわせて詳細項目が公開されており，利用
者が情報を把握しやすいように作成されている。

資料４－１－１　2013年度　大学院シラバ
ス　国際日本学研究科【原本】　4～6頁
「人材養成に関する目的その他教育研究上
の目的」「教育課程編成・実施方針」「学
位授与方針」
資料４－１－２　2013年度　大学院便覧
国際日本学研究科【原本】　39～41頁
「人材養成その他教育研究上の目的」「教
育課程編成・実施方針」「学位授与方針」
資料４－１－３　明治大学大学院 GUIDE
BOOK 2014　国際日本学研究科　150頁「人
材養成その他教育研究上の目的」，159頁
「教育課程編成・実施方針」「学位授与方
針」
資料４－１－４　国際日本学研究科　2013
年度　大学院学生募集要項　1頁　「人材養
成その他教育研究上の目的」，2頁　「教育
課程編成・実施方針」「学位授与方針」
資料４－１－５　国際日本学研究科ホーム
ページ「教育課程編成・実施方針（カリ
キュラム・ポリシー）」
（http://www.meiji.ac.jp/ggjs/policy/cu
rriculum.html）
資料４－１－６　国際日本学研究科ホーム
ページ「学位授与方針（ディプロマ・ポリ
シー）」
（http://www.meiji.ac.jp/ggjs/policy/di
l ht l）

（４）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●教育目標，学位授与方針およ
び教育課程の編成・実施方針の
適切性を検証するにあたり，責
任主体・組織，権限，手続を明確
にしているか。また，その検証プ
ロセスを適切に機能させ，改善に
つなげているか。
　　　　　　　　　　　　【約４００字】

　本研究科の教育目標である「学位授与方針」および「教育課程の編成・実施方針」の適切性については，２
０１３年２月１４日開催の研究科委員会において，研究科新設後およそ１年が経ったことを受けて検証を行っ
た上，変更しないことを確認した。（資料４－１－７）。
　なお，現修士課程から２０１４年４月の博士後期課程設置に伴う課程変更に向けて，博士後期課程に関わる
「学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針」を定める予定である。

資料４－１－７　2012年度　第13回国際日
本学研究科委員会　議事録（抄）

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点に対する発展計画

発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価
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第４章　教育内容・方法・成果   （２）教育課程・教育内容

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育課程の編成方針に基づき，授業科目を適切に開設し，教育課程を体系的に編成しているか

必要な授業科目の開設状況

a ◎ＣＰに基づき，必要な授業科
目を開設していること。
　【６００字～８００字程度】

  教育課程の編成・実施方針に示した「国際的視点を持ち世界における日本を深く認
識し，その認識に基づき的確に行動し得る能力を構築するため」に，国際日本学専攻
を設置し，視覚文化研究，ポップカルチャー研究，コンテンツ・メディア研究，日本
社会システム研究，多文化共生・異文化間教育研究，日本語学・日本語教育学研究，
英語教育学研究，文化関係・文化変容研究，日本思想研究といった幅広い９つの研究
領域に区分し（資料４－２－２，152～153頁）（資料４－２－３），適切な授業科目
を開設している（資料４－２－１）。2012年度からポップカルチャー研究領域の強化
を目的としたカリキュラム改革を進め，2013年度開設の特修科目（講義科目）数の増
加を図った。本研究科の修了に必要な単位は，30単位である。本研究科の総開設授業
科目は，125科目（2013年度）であり，主要科目（演習科目）80科目，特修科目（講
義科目）45科目である。学生は専攻の中の各研究領域に所属し研究分野も限定される
が，一専攻に開設されている科目数としては十分であり，必要な授業科目は適切に開
設している（資料４－２－４，42頁，43～45頁）（資料４－２－５，19頁，20～23
頁）。

　研究科全体としての設置科目
数は十分であったが，修士課程
設置当初の見通しに比べてポッ
プカルチャー研究領域の入学者
数が予想以上に多く，ポップカ
ルチャー関連科目の設置数に若
干の不足が認められたため，修
士課程の完成年度を待たず，
2013年度から関連講義科目を1科
目から5科目へと5倍に増設し
た。

　2014年度にポップカルチャー
研究領域に客員教員を任用し，
さらなるカリキュラム充実を図
るべく，任用計画書を提出の
上，必要な任用手続きを行う。

資料４－２－１　2013年度　国際日
本学研究科時間割（前・後期）
資料４－２－２　明治大学大学院
GUIDE BOOK 2014　国際日本学研究
科　152～153頁「九つの研究領域」
資料４－２－３　国際日本学研究科
ホームページ「カリキュラムの特
色」
（http://www.meiji.ac.jp/ggjs/cu
rriculum.html）
資料４－２－４　2013年度　大学院
便覧　国際日本学研究科　42頁「１
修了要件」，43～45頁「３　科目一
覧表」
資料４－２－５　2013年度　大学院
シラバス　国際日本学研究科　19頁
「１　修了要件について」，20～23
頁「授業科目及び担当者一覧（修士
課程）」

b ◎コースワークとリサーチワー
クを適切に組み合わせ、教育
を行っていること。【修士・博
士】
【２００～４００字程度】

　コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた授業科目については，修士課
程において，コースワーク45科目，リサーチワーク80科目を設置（2013年度）してお
り，総授業数に占める講義科目と演習科目の比率は9：16となっている。修了要件単
位は30単位であり，講義科目としてコースワークを選択必修12単位・自由選択10単
位，リサーチワークを必修8単位としており，コースワークとリサーチワークの適切
な組み合わせによる教育を実施している（資料４－２－４，42頁，43～45頁）（資料
４－２－５，19頁，20～23頁）。。

資料４－２－４　2013年度　大学院
便覧　国際日本学研究科　42頁「１
修了要件」，43～45頁「３　科目一
覧表」
資料４－２－５　2013年度　大学院
シラバス　国際日本学研究科　19頁
「１　修了要件について」，20～23
頁「授業科目及び担当者一覧（修士
課程）」

順次性のある授業科目の体系的配置（履修体系図やコース系統図の明示，科目相関図，履修モデル，適切な科目区分など）

c ●教育課程の編成実施方針に
基づいた教育課程や教育内容
の適切性を明確に示している
か。（学生の順次的・体系的な
履修への配慮）
　　　　　【約４００字】

　順次的・体系的な履修への配慮については，研究科ホームページにおいて「国際日
本学の構造」図として明示されている（資料４－２－３）。必修の主要科目（演習科
目）については，その名称に研究領域名を冠しているので科目区分が適切・明瞭であ
るとともに，配当年次と開講期を予め定めることにより順次的・体系的な履修に配慮
している（資料４－２－５）。

資料４－２－３　国際日本学研究科
ホームページ「カリキュラムの特
色」
（http://www.meiji.ac.jp/ggjs/cu
rriculum.html）
資料４－２－５　2013年度　大学院
シラバス　国際日本学研究科　19頁
「１　修了要件について」，20～23
頁「授業科目及び担当者一覧（修士
課程）」

教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性

d ●教育課程の適切性を検証す
るにあたり，責任主体・組織，
権限，手続を明確にしている
か。また，その検証プロセスを
適切に機能させ，改善につな
げているか

　教育課程の適切性の検証プロセスについては，前期末に、「国際日本学研究科カリ
キュラム改善・ＦＤ等委員会」において、各研究領域の所属学生数と設置授業科目と
のバランスをもとに改善の検討を行い、研究科委員会に提言している（資料４－２－
６）（資料４－２－７）。研究科委員会では，その提案に沿って各研究領域へカリ
キュラム改善後の履修モデルについて検討依頼を行い，その結果をもとに審議を行っ
た結果，次年度カリキュラムの改善を承認した。
　この結果，2013年度カリキュラムにおける具体的な成果としては，主要科目（演習
科目）と特修科目（講義科目）の開講形態を明確に区別するとともに研究指導等のあ
り方を研究科全体で統一的に見直したこと，ポップカルチャー研究領域の所属学生数
に比して設置講義数に若干の不足が見られたため，この課題を解消すべく同領域にお
ける設置講義数を1科目から5科目へと増設したこと，この増設に際しゲーム等の分野
に関わる基礎知識習得を高めるため，兼担で科目担当者の任用手続きを推進したこ
と，同様に多文化共生・異文化間教育研究領域，文化関係・文化変容研究領域におい
て，カリキュラム充実を図るため，国際日本学部所属の専任教員による科目担当者の
任用を行ったこと，等が挙げられる。

資料４－２－６　2013年度　国際日
本学研究科カリキュラム改善・ＦＤ
等委員会　委員名簿
資料４－２－７　国際日本学研究科
カリキュラムに関する打合せについ
て（開催通知）及び国際日本学研究
科カリキュラム改善・ＦＤ等委員会
議事次第（第1回，第2回）

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき，各課程に相応しい教育内容を提供しているか

教育目標や教育課程の編成・実施方針に沿った教育内容（何を教えているのか）

a 　教育目標を実現するために，教育内容を9つの研究領域に沿って提供している。
　視覚文化研究領域では，「視覚文化演習Ⅰ」「視覚文化研究（美学・美術
史）」に代表されるように，現在非常に高度な発達を遂げている視覚文化の形
成・発展史、それに伴う人々の意識変化やその影響力、可能性等を研究する。
　ポップカルチャー研究領域では，「ポップカルチャー演習Ⅰ」「ポップカル
チャー研究Ａ」に代表されるように，日本の漫画・アニメ・ゲームなどの海外へ
の訴求力には目覚ましいものがあるが、それらの特性・歴史・発展可能性等につ
いて、表現・メディア・社会・制度・産業など多面的な視座から研究する。
　コンテンツ・メディア研究領域では，「コンテンツ・メディア演習Ⅰ」「コン
テンツ・メディア研究（コンテンツ産業）」に代表されるように，グローバルに
拡がる情報社会の中で、メディアを通じてさまざまなコンテンツが生成され、消
費されている。デジタル化されたコンテンツを中心に、産業の観点から研究する
とともに、コンテンツと不可分の関係にあるメディアが果たす役割を多面的に研
究する。

資料４－２－８　明治大学 Oh-o!
Meiji ポータルサイト
（https://oh-
o2.meiji.ac.jp/portal/oh-
o_meiji/search）

　日本社会システム研究領域では，「日本社会システム演習Ⅰ」「日本社会シス
テム研究Ａ」に代表されるように，生産・流通・消費・雇用・政治といったさま
ざまなシステムの日本における姿を諸外国と比較してその特徴を明らかにすると
ともに、そのシステムを成立させた背景要因や、そのシステムが生み出す効果を
研究する。
　多文化共生・異文化間教育研究領域では，「多文化共生・異文化間教育演習
Ⅰ」「多文化共生・異文化間教育研究（異文化間教育学特論）」に代表されるよ
うに，グローバル化の進展の中で外国人労働者や留学生などが増加することによ
り、企業あるいは教育機関そして地域社会にさまざまな変化が生じている。その
変化に伴う課題と可能性を探る。
　日本語学・日本語教育学研究領域では，「日本語教育学演習Ⅰ」「日本語教育
学研究Ａ」に代表されるように，日本文化の基礎である日本語そのものの深い研
究を行うとともに、日本語教育に必要な知識と技能を修得することを視野に入れ
た研究を行う。

　英語教育学研究領域では，「英語教育学演習Ⅰ」「英語教育学研究（学習指導
要領と指導法）」に代表されるように，社会言語学、心理言語学、第二言語習得
理論、言語活動研究、言語政策研究、メディア研究など、これまで個別に研究が
行われていた学問分野の垣根を超え、包括的に英語教育を科学する。
　文化関係・文化変容研究領域では，「文化関係・文化変容演習Ⅰ」「文化関
係・文化変容研究（比較文化）」に代表されるように，国際的あるいは時代的な
関係の視点をもって文化を研究する。その際、文化間の違いについて平行比較を
行うにとどまらず、文化の交差や衝突や融合などにも注目し、文化の変容がどの
ように生起しているかを併せて考察する。
　日本思想研究領域では，「日本思想演習Ⅰ」「日本思想研究Ａ」に代表される
ように，世界のさまざまな思想伝統・思想潮流の影響を受けて展開してきた日本
の思想を正確に理解するとともに、その独自性を明らかにすることを目指す。
　これらの教育内容は，シラバス冊子（2013年度　大学院シラバス　国際日本学
研究科，24～86頁），Oh-o! Meiji ポータルサイト（資料４－２－８）で公開し
ており，学外者もOh-o! Meijiポータルサイトのゲストログインから確認すること
ができる。

特色ある教育プログラムの内容とその効果（当該研究科等固有のプログラムやＧＰ採択事業など）

b ●特色，長所となるものを簡潔
に記述してください。
　　　　【２００字～４００字程度】

　特色ある教育プログラムとしては，在学生数の約66％を明治大学からの内部進学者
以外の入学者が占める本研究科では，「国際日本学総合研究」というオムニバス形式
の講義を1年生の必修講義とし，本研究科の理念に関する共通認識の形成を図ること
を特色としている（資料４－２－９）。その要点として，日本研究と国際研究の統一
的把握の意義，日本文化研究と日本社会システム研究の相互浸透性の理解，諸外国に
おける日本学と日本国内における日本研究の交流・促進が上げられる。

研究科の人材養成その他教育研
究上の目的に定める，「幅広い
研究領域の有機的関連の中で，
それぞれの研究領域のさらなる
深化を図るとともに，他研究領
域とも積極的に交流」すること
を実践する講義として，このオ
ムニバス講義は1年生全員が一堂
に会し，自身の専門以外の他領
域に関わる内容を学習するた
め，学生の研究活動における
“国際日本学”の理解・認識の
深化に役立っている。

2014年4月より新たに博士前期課
程を担当する教員も加えて本講
義の担当者を選考することで，
最新の国際日本学の状況提供に
努める。

資料４－２－９　2013年度　大学院
シラバス　国際日本学研究科　64頁
「国際日本学総合研究」

研究科間等における国際的な教育交流の内容とその効果　（研究科間協定，短期海外交流など）

c ●特色，長所となるものを簡潔
に記述してください。
　　　【２００字～４００字程度】

　研究科間独自の国際的な教育交流については、研究科独自の取り組みを行うに至っ
ていない。

　

●何を教えているのか。どのよう
に教育目標の実現を図っている
のか。
　　　　　　　　　【１２００字程度】
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第４章　教育内容・方法・成果   （３）教育方法

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育方法及び学習方法は適切か

教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目、演習科目、実験実習科目、校外学習科目等）との整合性

a ◎当該学部・研究科の教育目標
を達成するために必要となる授
業の形態を明らかにしていること
　　　　　【約８００字】

　本研究科の授業形態は，大学院学則22条2項（資料４－３－１）に沿って，講
義，演習のいずれかにより又はこれらの併用により行っている。
　講義科目においては，各研究領域間の有機的関連の中で，学生の研究に必要な
知識を教授し，能力を身に付けさせるべく授業を行っている。
　演習科目においては，入学時に決定した指導教員の責任において，修士学位請
求論文の作成等に対する専門的な研究指導を行っている。
　さらに，修士学位請求論文作成に資するべく，各研究領域横断的に履修される
ことを主眼として「リサーチメソッド研究（量的研究方法）」「リサーチメソッ
ド研究（質的研究方法）」の講義を設置しており，これらはシラバスで示してい
る（資料４－３－２，64頁，81頁）。

資料４－３－１　明治大学
大学院学則第22条第2項
資料４－３－２　2013年度
大学院シラバス　国際日本
学研究科　64頁「国際日本
学総合研究」，81頁「リ
サーチメソッド研究（量的
研究方法）」「リサーチメ
ソッド研究（質的研究方
法）」

b ●教育課程の編成・実施方針に
基づき，各授業科目において適
切な教育方法を取っているか。
　　　　　　　　【約４００字】

　各授業科目の教育方法について，修士学位請求論文作成に向け，深い専門性を
獲得するための2年間にわたる少人数または個別指導による演習を行っている。
講義科目は，専門分野に関わる広範な知識および最新の知見を得ることで研究指
導の一助とすることが主な位置づけとなっている。必要に応じてフィールドワー
クも実施することがある。また，修士課程1年生の12月と2年生の6月に中間報告
会を実施することで，自身の研究テーマにおける進度把握と客観的な評価・視点
を得ることができており，修士学位請求論文作成に役立てている。
　なお，本研究科におけるポップカルチャー研究領域，および視覚文化研究領域
では独自の映像資料をアーカイブ化し，実際の教育・研究に役立てているが，中
野図書館にはこうした映像資料の購入対応・閲覧施設がないため，現状，国際日
本学部の資料室を便宜的に間借りする形で対応している。

ポップカルチャー研究、視覚文
化研究に不可欠の映像資料につ
いて購入・閲覧場所対応が必要
であるため，他キャンパス同様
の教育環境を整備すべく，年度
計画書等において改善のための
計画を策定している（資料４－
３－12）。

ポップカルチャー研究、および
視覚文化研究に不可欠の映像資
料及び関連機材の購入，閲覧場
所の確保について年度計画にし
たがって整備する。

資料４－３－12　2014年度
教育・研究に関する長期・
中期計画書　国際日本学研
究科（抄）

学習指導・履修指導（個別面談、学習状況の実態調査、学習ポートフォリオの活用等）の工夫

●履修指導（ガイダンス等）や学
習指導（オフィスアワーなど）の
工夫について，また学習状況の
実態調査の実施や学習ポート
フォリオの活用等による学習実
態の把握について工夫している
か。
　　【約２００字～４００字】

　学生の学習状況及び研究の進捗状況の把握は，「研究計画書」「修士論文中間
報告会」等で研究科委員会において組織的に確認し，各指導教員が行う研究指導
の精度を向上させている。また，新入生及び在学生に対して，４月に履修方法等
についてのガイダンスを行っている（資料４－３－３，13頁）。同ガイダンスで
は，履修手続きに際してのポイントを記載したレジュメ（資料４－３－４）を配
付している。
  学習指導については，指導教員の研究室がある同フロアに修士課程院生専用の
院生共同研究室を設置することで，学生と指導教員のより密接な研究指導環境を
実現している。また，本研究科は外国人留学生の在籍者が多いため，修士論文作
成に当たって，大学院で設置している「日本語論文添削指導制度」等を活用して
いる。

資料４－３－３　2013年度
大学院シラバス　国際日本
学研究科　13頁「履修登録
について」
資料４－３－４　2013年度
国際日本学研究科　修士課
程　新入生ガイダンス（レ
ジュメ）

（修士・博士課程）研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導

c ◎研究指導計画に基づく研究
指導、学位論文作成指導を
行っていること（修士・博
士）。
【４００字】

　研究指導計画に基づく研究指導は，学生が入試の際に提出した「研究計画書」
を元に，指導教員と学生が論文作成計画として相談し，指導教員の承認を得て学
生に示される。論文作成計画は，中間報告会の内容・結果に沿って，指導教員と
学生の相談により適宜修正され，研究指導に役立っている。
　主として，１年次と２年次に配置されている演習科目において，学位請求のプ
ロセスをシラバス（資料４－３－５，10頁）に明記し，研究指導・学位論文作成
指導を行っている。研究指導体制については，入学時に決定している指導教員が
研究指導の責任を負うことをシラバスに明記するとともに，入学後には副指導教
員の選定も行っている（資料４－３－６，7頁）。また，近接する研究領域の教
員が参加する修士論文中間報告会を通じて，指導教員以外の教員からも指導を受
ける機会を設ける等，研究科全体で学生の研究指導に当たっている（資料４－３
－７）。なお，本研究科は2012年度に開設した新設研究科であり，現時点では修
士学位請求論文の提出には至っていない。

資料４－３－５　2013年度
大学院シラバス　国際日本
学研究科　10頁「学位請求
までのプロセス」
資料４－３－６　2013年度
大学院シラバス　国際日本
学研究科　7頁「修士学位取
得のためのガイドライン
学位請求までのプロセス」
資料４－３－７　2012年度
修士課程1年生　第1次中間
報告会について

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について、

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について、

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか

a ◎授業の目的､到達目標、授業
内容・方法、1年間の授業計画、
成績評価方法・基準等を明らか
にしたシラバスを、統一した書式
を用いて作成し、かつ、学生があ
らかじめこれを知ることができる
状態にしていること
　　　　　【約３００字】

　シラバスには，授業の概要・到達目標，授業内容（15回），履修上の注意・準備
学習の内容，教科書，参考書，成績評価の方法の各項目について，統一した書式に
沿って作成している（例：資料４－３－２，シラバス24～86頁）。学生は，履修登
録に先立ち，同シラバスまたはＨＰ上で，シラバスの記載内容を確認することがで
きる（資料４－３－８，「Oh-o! Meiji システム」上の公開シラバス閲覧画面）。

資料４－３－２　2013年度
大学院シラバス　国際日本
学研究科　64頁「国際日本
学総合研究」，81頁「リ
サーチメソッド研究（量的
研究方法）」「リサーチメ
ソッド研究（質的研究方
法）」
（2013年度　大学院シラバ
ス　国際日本学研究科　24
～86頁）
資料４－３－８　Oh-o!
Meiji システム公開シラバ
ス　2013年度（修）国際日
本学研究科　視覚文化研究
（美学・美術史）

b ●シラバスと授業方法・内容は
整合しているか（整合性，シラバ
スの到達目標の達成度の調査，
学習実態の把握）。
　　　　　【約４００字】

　シラバスと授業方法・内容の整合についての検証は，少人数の研究科であること
を活かし，シラバスを踏まえた上で，履修学生の研究テーマやニーズに対応する形
で，柔軟な授業運用を行っている。なお，本研究科は2012年度に開設した新設研究
科であり，現時点では院生協議会等での検討・意見交換等には至っていない。

c ●単位制の趣旨に照らし、学生
の学修が行われるシラバスとな
るよう、また、シラバスに基づい
た授業を展開するため、明確な
責任体制のもと、恒常的にかつ
適切に検証を行い、改善につな
げているか。

　シラバスに基づいた授業を展開するために，シラバスは「研究科執行部会」が編
集の責任主体となっており，研究科長により各教員に統一書式での執筆を依頼して
いる（資料４－３－９　依頼文）。

資料４－３－９　2013年度
「大学院シラバス」の作成
について

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか

a ◎授業科目の内容、形態等を考
慮し、単位制度の趣旨に沿って
単位を設定していること。
（成績基準の明示，授業外に必
要な学習内容の明示，ミニマム
基準の設定等，（研究科）修士・
博士学位請求論文の審査体制）
　　　　　　　【約４００字】

　国際日本学研究科では2012年度入学者からＧＰＡ制度を導入し，統一基準での
成績評価を行っている。 成績評価基準についてはシラバスに記載している（資
料４－３－10，56頁）。学生が成績評価に対して質問や異議がある場合には担当
教員がその学生に応答することができる体制がとられている。
　単位認定は，授業内容，授業時間，単位数等を精査し行っている。
　論文審査については，本研究科は2012年度に開設した新設研究科であり，現時
点では修士学位請求論文の提出には至っていない。2013年度の研究科完成年度に
向けて，論文審査体制・内規等の整備を行っていく。

資料４－３－10　2013年度
大学院便覧　56頁「１　成
績の評価」

b ◎既修得単位の認定を大学設
置基準等に定められた基準に基
づいて、適切な学内基準を設け
て実施していること。
　　　　　　　【約１００字】

　他大学研究科で修得した既修得単位の認定を行う際は，明治大学大学院学則第
３０条の２に基づき，授業内容・授業時間・単位数等を研究科委員会で確認し，
認定科目として承認するなど，適切に行っている（資料４－３－13）。

資料４－３－13　明治大学
大学院学則　第３０条の２

（４）教育成果について定期的な検証を行い，その結果を教育課程や教育内容・方法の改善（授業に関わるＦＤ活動）に結びつけているか

a ◎教育内容・方法等の改善を図
ることを目的とした、組織的な研
修・研究の機会を設けているこ
と。
　　　　　　　【約８００字】

　教育内容・方法等の改善を図ることを目的とした組織的な研修・研究の機会は，
学位請求論文作成のための段階的指導として行っている中間報告会において，各教
員が他の研究領域の学生の報告を聞くことにより，教員間で本研究科における学位
論文指導の現状と問題点を共有できる体制とすることで教育改善につなげている
（資料４－３－７）。中間報告会の結果に基づき，留学生の論文作成のための日本
語能力に多少問題があることが共有されたため，研究科委員会において，留学生に
「日本語論文指導講座」「日本語論文添削指導」の受講を積極的に指導した（資料
４－３－14）。

　中間報告会は研究科全体で行
い，研究領域の枠を越えて研究
科所属教員から研究上のアドバ
イスを得ることができる。留学
生を多く受け入れている多文化
共生・異文化間教育研究領域等
の教員が，日本語教育学研究領
域に触れることで，留学生の日
本語能力向上に資するため，日
本語論文指導講座の受講を留学
生に促すケース等につながって
いる。

　中間報告会での各発表の要旨
をまとめたハンドアウトを事前
作成・配付することで，報告会
時点での修士論文作成に関わる
現状と課題を全学生・教員が把
握・共有できるようにする。

資料４－３－７　2012年度
修士課程1年生　第1次中間
報告会について
資料４－３－14　2013年度
第１回　国際日本学研究科
委員会議事録（抄）

b ●教育内容・方法等の改善を図
るための責任主体・組織，権限，
手続プロセスを適切に機能させ､
改善につなげているか
　　　　　　　【約４００字】

　教育内容・方法等の改善を図るための検証プロセスについて，「執行部」及び研
究領域責任者で構成される「カリキュラム改善・ＦＤ等委員会」において，自己点
検・評価結果等を参考に，2012年7月14日と7月20日に2013年度カリキュラムにおけ
る主要科目（演習科目）と特修科目（講義科目）の設置形態，および研究指導等の
あり方について検討を行い，改善案について「研究科委員会」へ提案を行った（資
料４－３－11）。改善案は，演習科目を他の研究領域の所属学生が「講義科目とし
て」履修できることを取りやめ，演習科目は当該研究領域の所属学生のみが履修で
きる簡素なシステムとするもので，このことが演習指導時の混乱解消に繋がり，指
導教員・学生とも学位請求論文作成を見据えた演習に専念できる体制を強化した。

資料４－３－11　国際日本
学研究科カリキュラムに関
する打合せについて（開催
通知）及び国際日本学研究
科カリキュラム改善・ＦＤ
等委員会議事次第（第1回，
第2回）
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第４章　教育内容・方法・成果   （４）成　果

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか

a ●課程修了時における学生の学
習成果を測定するための評価指
標を開発し，適切に成果を測る
よう努めているか。
　　　　　　【なし～４００字程度】

 学生の学習成果を測定するための評価指標について，授業科目の成績評価と修士学
位請求論文の評価に加えて，国際日本学研究論集やその他の研究業績の多寡によっ
て，教育・研究指導の効果を測定することができる。このため，国際日本学研究論
集等への論文投稿などを積極的に行うよう指導している。

b ◎教育目標と学位請求論文内
容の整合性
◎学位授与率，修業年限内卒業
率の状況。
◎卒業生の進路実績と教育目
標（人材像）の整合性。
◎学習成果の「見える化」（アン
ケート，ポートフォリオ等）の試
み。
　　　　　　　　　　　　　【約８００

　本研究科は2012年度に開設した新設研究科であり，現時点では修士学位請求論文
の提出には至っていない。

c ●学生の自己評価，卒業後の評
価（就職先の評価，卒業生評価）
を実施しているか
　　　　　　　　【約４００字～６００
字】

 大学院の講義は少人数で実施され，教員と学生の距離が密接であることを利用し，
授業評価アンケート等を介す形ではなく，直接教員とのコミュニケーションを行っ
ているが，研究科委員会として学生の自己評価を集約するには至っていない。ま
た，同様に，現時点では修了生の輩出には至っていないため，就職先の評価や修了
生評価は実施していない。

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか

a ◎卒業・修了の要件を明確に
し，履修要項等によってあらかじ
め学生に明示していること。
◎学位授与にあたり論文の審査
を行う場合にあっては，学位に
求める水準を満たす論文である
か否かを審査する基準（学位論
文審査基準）を，あらかじめ学生
に明示すること。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

　修了要件及び修士学位請求にいたるプロセスについては，「修士学位取得のた
めのガイドライン」に明示し，大学院シラバス（資料４－４－１，7～9頁）及び
研究科ホームページ（資料４－４－２）により公開している。
「学位論文審査基準」については，「ガイドライン」の「修士論文に求められる
要件」欄に，「修士の学位論文は，広い視野に立った深い教養と専攻分野におけ
る研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を示すと認めら
れるものでなければならない。以下を修士論文に求められる要件とする。(1)研
究目的：『問題提示の明確さ』『先行研究の整理』『研究意義』，(2)論文内
容：『データや資料の分析力』『論証の説得性』『課題設定と結論の整合性』，
(3)形式的要件：『執筆要項の遵守(表記の的確さ）』，(4)論文としての構成と
まとまり」と定め，学生に明示している。
　なお，2014年4月の博士後期課程設置に伴う課程変更に伴い，博士後期課程に
関わる修了要件及び博士学位請求にいたるプロセスを明示した「博士学位取得の
ためのガイドライン」を制定する。また，2013年度に初めて修士学位請求論文が
提出される予定であるため，修士学位請求論文の審査体制・内規等の整備を行
う。

資料４－４－１　2013年
度　大学院シラバス　国
際日本学研究科 7～9頁
「修士学位取得のための
ガイドライン」
資料４－４－２　国際日
本学研究科ホームページ
「修士学位取得のための
ガイドライン」
(http://www.meiji.ac.j
p/ggjs/gjs_m_guideline
.pdf)

b ●学位授与にあたり，明確な責
任体制のもと，明文化された手
続きに従って，学位を授与してい
るか。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

　本研究科は2012年度に開設した新設研究科であり，現時点では学位を授与すべ
き修了生の輩出には至っていないが，明治大学学位規程第8条に基づき，修士学
位請求論文は主査1名・副査2名の3名の審査委員による審査・口頭試問により審
査されたのち，研究科委員会で報告・審議され，学位が授与される。審査は，
「修士学位請求論文の取り扱いに関する研究科内規」を制定した上，審査委員会
で厳正に審査される予定である。

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点

F列の現状から記述

評価　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください
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第５章　学生の受け入れ　

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか（「AP」の全文記述は不要です）

求める学生像の明示及び当該課程に入学するに当たり修得しておくべき知識等の内容・水準の明示及び社会への公表

a ◎理念・目的、教育目標を踏まえ、「求
める学生像」や、「修得しておくべき知
識等の内容・水準等」を明らかにした
学生の受け入れ方針を、学部・研究科
ごとに定めていること。
◎公的な刊行物、ホームページ等に
よって、学生の受け入れ方針を、受験
生を含む社会一般に公表しているこ
と。【約４００字】

  本研究科では、「日本の文化及び社会システムを国際的な視点に立ってよく理解
するとともに、異文化や多様な社会システムに対する理解力をもち、さらに自らの
意思を言語によって的確に表現できる、国際社会で広く活躍する力のある実務者・
教育者・研究者等を養成する」という教育理念の実現を目指すため、国際日本学研
究科入学者受入方針（アドミッションポリシー）を定め（2011年度　第6回　国際日
本学研究科準備委員会，2011年9月30日開催）（資料５－１），研究科ホームページ
（資料５－２）および2013年度募集要領（資料５－３）で公表している。
  学生受け入れ方針では，「求める人材像」を「国際日本学分野における研究を遂
行するのに必要な知識と能力を身に付けることができ、かつそのための努力を惜し
まない者」「自分自身の問題意識との関係において、従来の学問体系を踏まえて、
さらに学際性をもつ研究を行いたいと考えている者」「すでに言語教育に携わって
いる者、また、公的機関、ＮＰＯ、ＮＧＯ、民間企業等の各種団体に属する者をは
じめとする社会人で、自己の職業上の体験から、問題の本質を見極めたい、あるい
は少しでも実際に役立てることのできる問題解決法を探りたいと希望しており、本
研究科を修了した後には、その成果を自己の職業に生かすことを考えている者」
「自国の文化や社会システムと比較しつつ日本の文化や社会システムについて研究
することを考えている留学生」と定め，学生募集と入学者選抜において，受け入れ
ることを明示している。
　「修得しておくべき知識等の内容・水準等」については，「国際日本学に関連し
た研究推進に不可欠な知識と能力」「既存の学問分野のみならず新たな研究分野を
構築しようとする強い意欲をもつこと」「日本文化を理解し，さまざまな言語や表
現手法を用いて世界に発信・紹介できる能力」と定めている。

資料５－１　2011年度　第6回
国際日本学研究科準備委員会
議事録（抄）
資料５－２　国際日本学研究科
ホームページ「入学者受入方
針」
（http://www.meiji.ac.jp/ggj
s/policy/admission.html）
資料５－３　国際日本学研究科
2013年度　募集要項　1頁「入
学者受入方針」

障がいのある学生の受け入れ方針と対応

b ●該当する事項があれば説明する
【約２００字】

（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか

a ●学生の受け入れ方針と学生募集、
入学者選抜の実施方法は整合性が取
れているか。（公正かつ適切に学生募
集及び入学者選抜を行っているか，必
要な規定，組織，責任体制等の整備し
ているか）【約４００字】

　国際日本学研究科では，本学全学部4年生を対象とした学内選考入試，外国人留学
生入試や社会人特別入試等，多様な入学試験形態を採用している。これにより，多
様な学生を受け入れる方針と整合性のある入学試験が実施できている。ホームペー
ジでの周知や年２回の研究科進学相談会（資料５－４）の実施により，学生募集に
ついて，受験者に周知している。また，筆記試験と面接試問を行い，能力を適切に
判定している。

資料５－４　明治大学大学院
国際日本学研究科　進学相談会
開催案内

（３）適切な定員を設定し、入学者を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適切に管理しているか

収容定員に対する在籍学生数比率の適切性

a ◎部局化された大学院研究科や独立
大学院などにおいて、在籍学生数比
率が1.00である。（修士・博士・専門職
学位課程）【約２００字】

　国際日本学研究科修士課程の収容定員40名（資料５－５）に対し，在籍学生比率
は1.13（2013年度）であり，適切である。

資料５－５　明治大学大学院学
則　第１章第７条（収容定員）

収容定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応

b ◎現状と対応状況【約２００字】 　収容定員40名（資料５－５）に対する2013年度在籍学生数は45名であり，適切で
ある。

資料５－５　明治大学大学院学
則　第１章第７条（収容定員）

（４）学生募集及び入学者選抜は、学生の受入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されているかについて、定期的に検証を行っているか

a ●学生の受入れの適切性を検証する
に当たり、責任主体・組織、権限、手
続きを明確にしているか。また、その
検証プロセスを適切に機能させ、改善
につなげているか。
　　　　　　　　　　　　　　　【４００字】

学生の受け入れ方針の検証プロセスは，入学手続者がほぼ確定した段階で，次年
度入試に向けて「執行部」で見直し・修正原案を策定した上，「研究科委員会」で
審議し見直しを行っっている。（資料５－６）

入学試験制度の検証プロセスについては，各領域責任者からの要望，入試業務を
担当した研究科委員会委員からの意見等を踏まえて，「執行部」で定員，方法，科
目，配点の他，特別入試のあり方を検討した上，「研究科委員会」で審議・改善を
行っている（資料５－７）。

なお，2014年4月の博士後期課程の設置に伴い，博士後期課程入学試験に関わる内
規・申し合わせ等の制定を行う予定である。

資料５－６　2012年度　第13回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）
資料５－７　2012年度　第7回
国際日本学研究科委員会　議事
録（抄）

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

評価
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第６章　学生支援のうち修学支援及びキャリア支援

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生支援に関する方針を定め，学生への修学支援は適切に行われているか

a ●修学支援，進路支援に関す
る方針を，理念・目的，入学者
の傾向等の特性を踏まえながら
定めているか。また，その方針
を教職員で共有しているか。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

  修学支援に関する方針を「学位請求までのプロセス」として研究科委員会にて審
議し（資料６－１），シラバス（資料６－２），研究科ホームページ（資料６－
３）に公表している。これらにより教職員，学生で共有を図っている。進路支援に
関する方針は明確に定めていないが、指導教員が個々に指導学生と相談・指導を
行っている。

資料６－１　2011年度　第10
回　国際日本学研究科準備委
員会　議事録（抄）
資料６－２　2013年度　大学
院シラバス　国際日本学研究
科 7～9頁「修士学位取得の
ためのガイドライン」
資料６－３　国際日本学研究
科ホームページ「修士学位取
得のためのガイドライン」
(http://www.meiji.ac.jp/gg
js/gjs_m_guideline.pdf)

b ●方針に沿って，修学支援のた
めの仕組みや組織体制を整備
し，適切に運用しているか。
　○留年者，休退学者の状況把
握と対応
　○障がいのある学生に対する
対応
　○外国人留学生に対する対
応
　○学生支援の適切性の確認
　　　　　　【約４００字～８００字
程度】

　修学支援の運用については，国際日本学研究科カリキュラム改善・ＦＤ等委員会
において現状把握とそれに対する対処方策を検討している（資料６－４)。
　中野キャンパスでは，指導教員の研究室がある同フロアに修士課程院生専用の静
謐な院生共同研究室を設置することで，学生と指導教員のより密接な研究指導環境
を実現している。また，本研究科は外国人留学生の在籍者が多いため，修士論文作
成に当たって，大学院で設置している「日本語論文添削指導制度」等を活用してい
る。
　留籍者，退学者の状況については，研究科委員会において学籍異動の確認を行っ
ている。なお，本研究科は2014年度に新設された研究科であり，現時点で留籍者は
出ていない。
　障がいのある学生については，現在在籍学生がいないため，特別な措置は行って
いない。当該者から出願希望の申し出を受けた段階で，修学支援措置等の検討を行
う方針である。

　指導教員の研究室と院生の共
同研究室が隣接していること
で，より密接な研究指導を行え
るメリットがある。修士課程院
生は、この共同研究室を休日も
含めて随時利活用している。
　日本語添削指導については，
「出題意図，求められている形
式自体が分からない」「論文を
書くためにどんな作業をしてい
いのか分からない」といった留
学生が抱える問題点が明らかに
なったため，指導教員や日本人
学生とのコミュニケーションを
密にするよう指導している。

　2014年度の博士後期課程設置
に向けて，博士後期課程院生向
けの院生共同研究室の設置が必
要である。中野キャンパスは
2013年度に開設した新キャンパ
スであるため、図書館におい
て、大学院向けの研究図書充実
を図る余地が認められる。
　2013年度の中野キャンパス移
転に伴って研究科専従職員が1名
減員され、ＨＰでの情報発信を
はじめ研究科の教育・研究活動
の運営支援や院生の円滑な修学
支援に支障をきたしている。

院生共同研究室については，将
来的な院生協議会の立ち上げ・
発足を受けて，研究科執行部と
院生協議会の検討に基づき，院
生の研究活動向上に資する施設
として運用や設備面での改善を
行う。

中野キャンパスにおいて，90㎡
程度の占有スペースを持つ院生
共同研究室整備を行う。2013年
度も教育補助講師による留学生
日本語論文添削支援を継続して
実施する。
図書館予算により、研究科の教
育・研究活動上必要な図書・雑
誌を整備・充実する。2014年度
からは博士後期課程も開設する
ため，既設研究科同様，適切な
教育研究環境を運営・維持する
ために責任ある事務体制を構
築・確保する。
（資料６－６）（資料６－７）

資料６－４　2013年度　国際
日本学研究科カリキュラム改
善・ＦＤ等委員会　委員名簿
資料６－６　2014年度教育・
研究に関する長期・中期計画
書　国際日本学研究科（抄）
資料６－７　2014年度：政策
的計画の経費等一覧　国際日
本学研究科

（２）学生の進路支援は適切に行われているか

a ◎学生の進路選択に関わるガ
イダンスを実施するほか，キャリ
アセンター等の設置，キャリア
形成支援教育の実施等，組織
的・体系的な指導・助言に必要
な体制を整備していること。
　　　　　　　　【約４００字～８００
字】

キャリア支援活動については，就職キャリア支援センターの援助のもと，就職希望
者を対象として11月19日に大学院就職進路グループ相談会を開催した（資料６－
５）。
本研究科は2012年度開設の新研究科であるため，2012年度が初の開催であったが，
本取り組みは次年度以降も継続して実施の予定である。

2012年度の大学院就職進路グ
ループ相談会への参加者は0名で
あったため、院生の就職及び
キャリア形成に関わる自覚を促
す必要がある。

2013年度の大学院就職進路グ
ループ相談会について、本学の
学生向けポータルサイト「Oh-o!
Meiji」システム上で、院生個々
人への周知を強化・徹底する。

資料６－５　和泉大学院・就
職進路グループ相談会開催に
ついて

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価
改善を要する点に対する発展計画

発展計画
効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点
F列の現状から記述

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述
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第１０章　内部質保証

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，その結果を公表することで社会に対する説明責任を果たしているか

a ◎自己点検・評価を定期的に実施
し，公表していること
　                      【約４００字】

  本研究科における自己点検・評価は、研究科委員会のもと
に設置された「国際日本学研究科自己点検・評価委員会」に
よって行われる。本委員会は研究科執行部及び研究領域責任
者の11名によって構成される。（資料10－１　委員名簿）。
 なお，本研究科は2012年度開設の新研究科であるため，自
己点検・評価に関わる検討，審議は今回より実施すべく，
2013年7月19日に第1回国際日本学研究科自己点検・評価委員
会を開催し，「2012年度国際日本学研究科自己点検・評価報
告書」を検討・作成した。

資料10－１　２０１３年度
国際日本学研究科自己点検・
評価委員会　委員名簿

（２）内部質保証システムに関するシステムを整備し，適切に機能させているか

a ●内部質保証の方針と手続を明確
にしていること。
●内部質保証をつかさどる諸組織
（評価結果を改善）を整備しているこ
と
●自己点検・評価の結果が改革・改
善につながっていること
●学外者の意見を取り入れているこ
と
●　文部科学省や認証評価機関か
らの指摘事項に対応していること
　　　　【８００字～１０００字程度】

　本研究科の内部質保証の基本方針は，「国際日本学研究科
自己点検・評価委員会」を責任主体とし，同委員会は評価結
果及び改善方策を研究科長に報告するものとしている（資料
10－１）。教育活動への反映は，研究科長の決定した方針に
基づき，執行部会，各専門委員会が担うこととなっている。
　本研究科における内部質保証の手続きについては､研究科
内の自己点検・評価委員会から「報告書」を受け取った研究
科長が，執行部において整理し，研究科委員会にて審議・各
研究領域に依頼し、改善の具体化を促している。その後の改
善状況は国際日本学研究科カリキュラム改善・FD等委員会
（資料10－２）から，執行部および研究科委員会に報告さ
れ，進捗状況を点検する体制が整備されている。
　本研究科は2012年度開設の新研究科であるため，今回の点
検・評価に関わる自己点検・評価委員からの指摘事項につい
ては、今後、改善指標を定めて進捗管理を行っていきたい。
なお，文部科学省より履行状況調査報告に対する特段の指摘
はなかった。

資料10－１　2013年度　国際
日本学研究科自己点検・評価
委員会　委員名簿
資料10－２　2013年度　国際
日本学研究科カリキュラム改
善・ＦＤ等委員会　委員名簿

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目
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